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１ 学校給食法 

第一章 総則  

（この法律の目的）  

第一条  この法律は、学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達に資するものであり、
かつ、児童及び生徒の食に関する正しい理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果
たすものであることにかんがみ、学校給食及び学校給食を活用した食に関する指導の実
施に関し必要な事項を定め、もつて学校給食の普及充実及び学校における食育の推進を
図ることを目的とする。  

（学校給食の目標）  

第二条  学校給食を実施するに当たつては、義務教育諸学校における教育の目的を実現す
るために、次に掲げる目標が達成されるよう努めなければならない。  

一  適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。  

二  日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができ
る判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと。  

三  学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。  

四  食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及
び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。  

五  食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を
深め、勤労を重んずる態度を養うこと。  

六  我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。  

七  食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。  

（定義）  

第三条  この法律で「学校給食」とは、前条各号に掲げる目標を達成するために、義務教
育諸学校において、その児童又は生徒に対し実施される給食をいう。  

２ この法律で「義務教育諸学校」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に
規定する小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは
中学部をいう。  

（義務教育諸学校の設置者の任務）  

 
第４章 参考資料 
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第四条  義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食が実施される
ように努めなければならない。  

（国及び地方公共団体の任務）  

第五条  国及び地方公共団体は、学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなければ
ならない。  

第二章 学校給食の実施に関する基本的な事項  

（二以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設）  

第六条  義務教育諸学校の設置者は、その設置する義務教育諸学校の学校給食を実施する
ための施設として、二以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設（以下「共
同調理場」という。）を設けることができる。  

（学校給食栄養管理者）  

第七条  義務教育諸学校又は共同調理場において学校給食の栄養に関する専門的事項を
つかさどる職員（第十条第三項において「学校給食栄養管理者」という。）は、教育職
員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）第四条第二項に規定する栄養教諭の免許状
を有する者又は栄養士法（昭和二十二年法律第二百四十五号）第二条第一項の規定によ
る栄養士の免許を有する者で学校給食の実施に必要な知識若しくは経験を有するもので
なければならない。  

（学校給食実施基準）  

第八条  文部科学大臣は、児童又は生徒に必要な栄養量その他の学校給食の内容及び学校
給食を適切に実施するために必要な事項（次条第一項に規定する事項を除く。）につい
て維持されることが望ましい基準（次項において「学校給食実施基準」という。）を定
めるものとする。  

２ 学校給食を実施する義務教育諸学校の設置者は、学校給食実施基準に照らして適切な
学校給食の実施に努めるものとする。  

（学校給食衛生管理基準）  

第九条  文部科学大臣は、学校給食の実施に必要な施設及び設備の整備及び管理、調理の
過程における衛生管理その他の学校給食の適切な衛生管理を図る上で必要な事項につい
て維持されることが望ましい基準（以下この条において「学校給食衛生管理基準」とい
う。）を定めるものとする。  

２ 学校給食を実施する義務教育諸学校の設置者は、学校給食衛生管理基準に照らして適
切な衛生管理に努めるものとする。  

３ 義務教育諸学校の校長又は共同調理場の長は、学校給食衛生管理基準に照らし、衛生
管理上適正を欠く事項があると認めた場合には、遅滞なく、その改善のために必要な措
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置を講じ、又は当該措置を講ずることができないときは、当該義務教育諸学校若しくは
共同調理場の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。  

第三章 学校給食を活用した食に関する指導  

第十条  栄養教諭は、児童又は生徒が健全な食生活を自ら営むことができる知識及び態度
を養うため、学校給食において摂取する食品と健康の保持増進との関連性についての指
導、食に関して特別の配慮を必要とする児童又は生徒に対する個別的な指導その他の学
校給食を活用した食に関する実践的な指導を行うものとする。この場合において、校長
は、当該指導が効果的に行われるよう、学校給食と関連付けつつ当該義務教育諸学校に
おける食に関する指導の全体的な計画を作成することその他の必要な措置を講ずるもの
とする。  

２ 栄養教諭が前項前段の指導を行うに当たつては、当該義務教育諸学校が所在する地域
の産物を学校給食に活用することその他の創意工夫を地域の実情に応じて行い、当該地
域の食文化、食に係る産業又は自然環境の恵沢に対する児童又は生徒の理解の増進を図
るよう努めるものとする。  

３ 栄養教諭以外の学校給食栄養管理者は、栄養教諭に準じて、第一項前段の指導を行う
よう努めるものとする。この場合においては、同項後段及び前項の規定を準用する。  

第四章 雑則  

（経費の負担）  

第十一条  学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に
要する経費のうち政令で定めるものは、義務教育諸学校の設置者の負担とする。  

２ 前項に規定する経費以外の学校給食に要する経費（以下「学校給食費」という。）は、
学校給食を受ける児童又は生徒の学校教育法第十六条に規定する保護者の負担とする。  

（国の補助）  

第十二条  国は、私立の義務教育諸学校の設置者に対し、政令で定めるところにより、予
算の範囲内において、学校給食の開設に必要な施設又は設備に要する経費の一部を補助
することができる。  

２ 国は、公立の小学校、中学校又は中等教育学校の設置者が、学校給食を受ける児童又
は生徒の学校教育法第十六条に規定する保護者（以下この項において「保護者」という。）
で生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第二項に規定する要保護者（そ
の児童又は生徒について、同法第十三条の規定による教育扶助で学校給食費に関するも
のが行われている場合の保護者である者を除く。）であるものに対して、学校給食費の
全部又は一部を補助する場合には、当該設置者に対し、当分の間、政令で定めるところ
により、予算の範囲内において、これに要する経費の一部を補助することができる。  

（補助金の返還等）  
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第十三条  文部科学大臣は、前条の規定による補助金の交付の決定を受けた者が次の各号
のいずれかに該当するときは、補助金の交付をやめ、又は既に交付した補助金を返還さ
せるものとする。  

一  補助金を補助の目的以外の目的に使用したとき。  

二  正当な理由がなくて補助金の交付の決定を受けた年度内に補助に係る施設又は設
備を設けないこととなつたとき。  

三  補助に係る施設又は設備を、正当な理由がなくて補助の目的以外の目的に使用し、
又は文部科学大臣の許可を受けないで処分したとき。  

四  補助金の交付の条件に違反したとき。  

五  虚偽の方法によつて補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。  

（政令への委任）  

第十四条  この法律に規定するもののほか、この法律の実施のため必要な手続その他の事
項は、政令で定める。  

 
附 則  

この法律は、公布の日から施行する。  

 
附 則 （昭和三一年三月三〇日法律第四一号）  

この法律は、昭和三十一年四月一日から施行する。  

 
附 則 （昭和三二年三月三〇日法律第二〇号）  

この法律は、昭和三十二年四月一日から施行する。  

 
附 則 （昭和四九年六月二二日法律第九〇号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から施行する。  

 
附 則 （昭和五三年七月五日法律第八七号） 抄  

（施行期日） 
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第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

 
附 則 （平成三年五月二一日法律第七九号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

 
附 則 （平成一〇年六月一二日法律第一〇一号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十一年四月一日から施行する。  

 
附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。  

 
附 則 （平成一四年二月八日法律第一号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

 
附 則 （平成一六年五月二一日法律第四九号） 抄  

この法律は、平成十七年四月一日から施行する。  

 
附 則 （平成一七年三月三一日法律第二三号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、平成十七年四月一日から施行する。  

 
附 則 （平成一八年三月三一日法律第一八号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十八年四月一日から施行する。  
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（義務教育諸学校施設費国庫負担法等の一部改正等に伴う経過措置） 

第三条  第三条から第十四条まで及び附則第五条から第七条までの規定による改正後の
次に掲げる法律の規定は、平成十八年度以降の年度の予算に係る国の負担若しくは補助
（平成十七年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成十八年度以降の年度
に支出される国の負担又は補助（第十五条第一号の規定による廃止前の公立養護学校整
備特別措置法第二条第一項及び第三条第一項並びに附則第四項並びに第十五条第二号の
規定による廃止前の公立高等学校危険建物改築促進臨時措置法第三条第一項の規定に基
づく国の負担又は補助を含む。以下この条において同じ。）及び平成十七年度以前の年
度の国庫債務負担行為に基づき平成十八年度以降の年度に支出すべきものとされた国の
負担又は補助を除く。）又は交付金の交付について適用し、平成十七年度以前の年度に
おける事務又は事業の実施により平成十八年度以降の年度に支出される国の負担又は補
助、平成十七年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成十八年度以降の年度に支
出すべきものとされた国の負担又は補助及び平成十七年度以前の年度の歳出予算に係る
国の負担又は補助で平成十八年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前
の例による。  

一  義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律  

二  産業教育振興法  

三  学校給食法  

四  夜間課程を置く高等学校における学校給食に関する法律  

五  スポーツ振興法  

六  へき地教育振興法  

七  離島振興法  

八  豪雪地帯対策特別措置法  

九  過疎地域自立促進特別措置法  

十  成田国際空港周辺整備のための国の財政上の特別措置に関する法律  

十一  公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律  

十二  原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法  

十三  奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）  

十四  水源地域対策特別措置法（昭和四十八年法律第百十八号）  

十五  沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）  
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附 則 （平成一八年六月二一日法律第八〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十九年四月一日から施行する。  

 
附 則 （平成一九年六月二七日法律第九六号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める
日から施行する  

 
附 則 （平成二〇年六月一八日法律第七三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十一年四月一日から施行する。  

（検討） 

第二条  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後
の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ
いて所要の措置を講ずるものとする。  
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２ 学校給食衛生管理基準 
 
第１ 総則 
１ 学校給食を実施する都道府県教育委員会及び市区町村教育委員会（以下「教育委員会」
という。）、附属学校を設置する国立大学法人及び私立学校の設置者（以下「教育委員
会等」という。）は、自らの責任において、必要に応じて、保健所の協力、助言及び援
助（食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）に定める食品衛生監視員による監
視指導を含む。）を受けつつ、ＨＡＣＣＰ（コーデックス委員会（国連食糧農業機関／
世界保健機関合同食品規格委員会）総会において採択された「危害分析・重要管理点方
式とその適用に関するガイドライン」に規定されたＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and 
Critical Control Point：危害分析・重要管理点）をいう。）の考え方に基づき単独調
理場、共同調理場（調理等の委託を行う場合を含む。以下「学校給食調理場」という。）
並びに共同調理場の受配校の施設及び設備、食品の取扱い、調理作業、衛生管理体制等
について実態把握に努め、衛生管理上の問題がある場合には、学校医又は学校薬剤師の
協力を得て速やかに改善措置を図ること。 

第２ 学校給食施設及び設備の整備及び管理に係る衛生管理基準 
１ 学校給食施設及び設備の整備及び管理に係る衛生管理基準は、次の各号に掲げる項目
ごとに、次のとおりとする。 
（１）学校給食施設 
①共通事項 
一 学校給食施設は、衛生的な場所に設置し、食数に適した広さとすること。また、
随時施設の点検を行い、その実態の把握に努めるとともに、施設の新増築、改築、
修理その他の必要な措置を講じること。 

二 学校給食施設は、別添の「学校給食施設の区分」に従い区分することとし、調
理場（学校給食調理員が調理又は休憩等を行う場所であって、別添中区分の欄に
示す「調理場」をいう。以下同じ。）は、二次汚染防止の観点から、汚染作業区
域、非汚染作業区域及びその他の区域（それぞれ別添中区分の欄に示す「汚染作
業区域」、「非汚染作業区域」及び「その他の区域（事務室等を除く。）」をい
う。以下同じ。）に部屋単位で区分すること。ただし、洗浄室は、使用状況に応
じて汚染作業区域又は非汚染作業区域に区分することが適当であることから、別
途区分すること。また、検収、保管、下処理、調理及び配膳の各作業区域並びに
更衣休憩にあてる区域及び前室に区分するよう努めること。 

三 ドライシステムを導入するよう努めること。また、ドライシステムを導入して
いない調理場においてもドライ運用を図ること。 

四 作業区域（別添中区分の欄に示す「作業区域」をいう。以下同じ。）の外部に
開放される箇所にはエアカーテンを備えるよう努めること。 

五 学校給食施設は、設計段階において保健所及び学校薬剤師等の助言を受けると
ともに、栄養教諭又は学校栄養職員（以下「栄養教諭等」という。）その他の関
係者の意見を取り入れ整備すること。 

②作業区域内の施設 
一 食品を取り扱う場所（作業区域のうち洗浄室を除く部分をいう。以下同じ。）
は、内部の温度及び湿度管理が適切に行える空調等を備えた構造とするよう努め
ること。 

二 食品の保管室は、専用であること。また、衛生面に配慮した構造とし、食品の
搬入及び搬出に当たって、調理室を経由しない構造及び配置とすること。 

三 外部からの汚染を受けないような構造の検収室を設けること。 
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四 排水溝は、詰まり又は逆流がおきにくく、かつ排水が飛散しない構造及び配置
とすること。 

五 釜周りの排水が床面に流れない構造とすること。 
六 配膳室は、外部からの異物の混入を防ぐため、廊下等と明確に区分すること。
また、その出入口には、原則として施錠設備を設けること。 

③その他の区域の施設 
一 廃棄物（調理場内で生じた廃棄物及び返却された残菜をいう。以下同じ。）の
保管場所は、調理場外の適切な場所に設けること。 

二 学校給食従事者専用の便所は、食品を取り扱う場所及び洗浄室から直接出入り
できない構造とすること。また、食品を取り扱う場所及び洗浄室から３ｍ以上離
れた場所に設けるよう努めること。さらに、便所の個室の前に調理衣を着脱でき
る場所を設けるよう努めること。 

（２）学校給食設備 
①共通事項 
一 機械及び機器については、可動式にするなど、調理過程に合った作業動線とな
るよう配慮した配置であること。 

二 全ての移動性の器具及び容器は、衛生的に保管するため、外部から汚染されな
い構造の保管設備を設けること。 

三 給水給湯設備は、必要な数を使用に便利な位置に設置し、給水栓は、直接手指
を触れることのないよう、肘等で操作できるレバー式等であること。 

四 共同調理場においては、調理した食品を調理後２時間以内に給食できるように
するための配送車を必要台数確保すること。 

②調理用の機械、機器、器具及び容器 
一 食肉類、魚介類、卵、野菜類、果実類等食品の種類ごとに、それぞれ専用に調
理用の器具及び容器を備えること。また、それぞれの調理用の器具及び容器は、
下処理用、調理用、加熱調理済食品用等調理の過程ごとに区別すること。 

二 調理用の機械、機器、器具及び容器は、洗浄及び消毒ができる材質、構造であ
り、衛生的に保管できるものであること。また、食数に適した大きさと数量を備
えること。 

三 献立及び調理内容に応じて、調理作業の合理化により衛生管理を充実するため、
焼き物機、揚げ物機、真空冷却機、中心温度管理機能付き調理機等の調理用の機
械及び機器を備えるよう努めること。 

③シンク 
一 シンクは、食数に応じてゆとりのある大きさ、深さであること。また、下処理
室における加熱調理用食品、非加熱調理用食品及び器具の洗浄に用いるシンクは
別々に設置するとともに、三槽式構造とすること。さらに、調理室においては、
食品用及び器具等の洗浄用のシンクを共用しないこと。あわせて、その他の用途
用のシンクについても相互汚染しないよう努めること。 

④冷蔵及び冷凍設備 
一 冷蔵及び冷凍設備は、食数に応じた広さがあるものを原材料用及び調理用等に
整備し、共用を避けること。 

⑤温度計及び湿度計 
一 調理場内の適切な温度及び湿度の管理のために、適切な場所に正確な温度計及
び湿度計を備えること。また、冷蔵庫・冷凍庫の内部及び食器消毒庫その他のた
めに、適切な場所に正確な温度計を備えること。 

⑥廃棄物容器等 
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一 ふた付きの廃棄物専用の容器を廃棄物の保管場所に備えること。 
二 調理場には、ふた付きの残菜入れを備えること。 
⑦学校給食従事者専用手洗い設備等 
一 学校給食従事者の専用手洗い設備は、前室、便所の個室に設置するとともに、
作業区分ごとに使用しやすい位置に設置すること。 

二 肘まで洗える大きさの洗面台を設置するとともに、給水栓は、直接手指を触れ
ることのないよう、肘等で操作できるレバー式、足踏み式又は自動式等の温水に
対応した方式であること。 

三 学校食堂等に、児童生徒等の手洗い設備を設けること。 
（３）学校給食施設及び設備の衛生管理 

   一 学校給食施設及び設備は、清潔で衛生的であること。 
二 冷蔵庫、冷凍庫及び食品の保管室は、整理整頓すること。また、調理室には、
調理作業に不必要な物品等を置かないこと。 

三 調理場は、換気を行い、温度は２５℃以下、湿度は８０％以下に保つよう努め
ること。また、調理室及び食品の保管室の温度及び湿度並びに冷蔵庫及び冷凍庫
内部の温度を適切に保ち、これらの温度及び湿度は毎日記録すること。 

四 調理場内の温度計及び湿度計は、定期的に検査を行うこと。 
五 調理場の給水、排水、採光、換気等の状態を適正に保つこと。また、夏期の直
射日光を避ける設備を整備すること。 

六 学校給食施設及び設備は、ねずみ及びはえ、ごきぶり等衛生害虫の侵入及び発
生を防止するため、侵入防止措置を講じること。また、ねずみ及び衛生害虫の発
生状況を１ヶ月に１回以上点検し、発生を確認したときには、その都度駆除をす
ることとし、必要な場合には、補修、整理整頓、清掃、清拭、消毒等を行い、そ
の結果を記録すること。なお、殺そ剤又は殺虫剤を使用する場合は、食品を汚染
しないようその取扱いに十分注意すること。さらに、学校給食従事者専用の便所
については、特に衛生害虫に注意すること。 

七 学校給食従事者専用の便所には、専用の履物を備えること。また、定期的に清
掃及び消毒を行うこと。 

八 学校給食従事者専用の手洗い設備は、衛生的に管理するとともに、石けん液、
消毒用アルコール及びペーパータオル等衛生器具を常備すること。また、布タオ
ルの使用は避けること。さらに、前室の手洗い設備には個人用爪ブラシを常備す
ること。 

九 食器具、容器及び調理用の器具は、使用後、でん粉及び脂肪等が残留しないよ
う、確実に洗浄するとともに、損傷がないように確認し、熱風保管庫等により適
切に保管すること。また、フードカッター、野菜切り機等調理用の機械及び機器
は、使用後に分解して洗浄及び消毒した後、乾燥させること。さらに、下処理室
及び調理室内における機械、容器等の使用後の洗浄及び消毒は、全ての食品が下
処理室及び調理室から搬出された後に行うよう努めること。 

十 天井の水滴を防ぐとともに、かびの発生の防止に努めること。 
十一 床は破損箇所がないよう管理すること。 
十二 清掃用具は、整理整頓し、所定の場所に保管すること。また、汚染作業区域
と非汚染作業区域の共用を避けること。 

２ 学校薬剤師等の協力を得て（１）の各号に掲げる事項について、毎学年１回定期に、
（２）及び（３）の各号に掲げる事項については、毎学年３回定期に、検査を行い、そ
の実施記録を保管すること。 

第３ 調理の過程等における衛生管理に係る衛生管理基準 
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１ 調理の過程等における衛生管理に係る衛生管理基準は、次の各号に掲げる項目ごとに、
次のとおりとする。 
（１）献立作成 
一 献立作成は、学校給食施設及び設備並びに人員等の能力に応じたものとすると
ともに、衛生的な作業工程及び作業動線となるよう配慮すること。 

二 高温多湿の時期は、なまもの、和えもの等については、細菌の増殖等が起こら
ないように配慮すること。 

三 保健所等から情報を収集し、地域における感染症、食中毒の発生状況に配慮す
ること。 

四 献立作成委員会を設ける等により、栄養教諭等、保護者その他の関係者の意見
を尊重すること。 

五 統一献立（複数の学校で共通して使用する献立をいう。）を作成するに当たっ
ては、食品の品質管理又は確実な検収を行う上で支障を来すことがないよう、一
定の地域別又は学校種別等の単位に分けること等により適正な規模での作成に努
めること。 

（２）学校給食用食品の購入 
①共通事項 
一 校給食用食品（以下「食品」という。）の購入に当たっては、食品選定のため
の委員会等を設ける等により、栄養教諭等、保護者その他の関係者の意見を尊重
すること。また、必要に応じて衛生管理に関する専門家の助言及び協力を受けら
れるような仕組みを整えること。 

二 品の製造を委託する場合には、衛生上信用のおける製造業者を選定すること。
また、製造業者の有する設備、人員等から見た能力に応じた委託とすることとし、
委託者において、随時点検を行い、記録を残し、事故発生の防止に努めること。 

②食品納入業者 
一 保健所等の協力を得て、施設の衛生面及び食品の取扱いが良好で衛生上信用の
おける食品納入業者を選定すること。 

二 食品納入業者又は納入業者の団体等との間に連絡会を設け、学校給食の意義、
役割及び衛生管理の在り方について定期的な意見交換を行う等により、食品納入
業者の衛生管理の啓発に努めること。 

三 売買契約に当たって、衛生管理に関する事項を取り決める等により、業者の検
便、衛生環境の整備等について、食品納入業者に自主的な取組を促すこと。 

四 必要に応じて、食品納入業者の衛生管理の状況を確認すること。 
五 原材料及び加工食品について、製造業者若しくは食品納入業者等が定期的に実
施する微生物及び理化学検査の結果、又は生産履歴等を提出させること。また、
検査等の結果については、保健所等への相談等により、原材料として不適と判断
した場合には、食品納入業者の変更等適切な措置を講じること。さらに、検査結
果を保管すること。 

③食品の選定 
一 食品は、過度に加工したものは避け、鮮度の良い衛生的なものを選定するよう
配慮すること。また、有害なもの又はその疑いのあるものは避けること。 

二 有害若しくは不必要な着色料、保存料、漂白剤、発色剤その他の食品添加物が
添加された食品、又は内容表示、消費期限及び賞味期限並びに製造業者、販売業
者等の名称及び所在地、使用原材料及び保存方法が明らかでない食品については
使用しないこと。また、可能な限り、使用原材料の原産国についての記述がある
食品を選定すること。 
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三 保健所等から情報提供を受け、地域における感染症、食中毒の発生状況に応じ
て、食品の購入を考慮すること。 

（３）食品の検収・保管等 
一 検収は、あらかじめ定めた検収責任者が、食品の納入に立会し、品名、数量、
納品時間、納入業者名、製造業者名及び所在地、生産地、品質、鮮度、箱、袋の
汚れ、破れその他の包装容器等の状況、異物混入及び異臭の有無、消費期限又は
賞味期限、製造年月日、品温（納入業者が運搬の際、適切な温度管理を行ってい
たかどうかを含む。）、年月日表示、ロット（一の製造期間内に一連の製造工程
により均質性を有するように製造された製品の一群をいう。以下同じ。）番号そ
の他のロットに関する情報について、毎日、点検を行い、記録すること。また、
納入業者から直接納入する食品の検収は、共同調理場及び受配校において適切に
分担し実施するとともに、その結果を記録すること。 

二 検収のために必要な場合には、検収責任者の勤務時間を納入時間に合わせて割
り振ること。 

三 食肉類、魚介類等生鮮食品は、原則として、当日搬入するとともに、一回で使
い切る量を購入すること。また、当日搬入できない場合には、冷蔵庫等で適切に
温度管理するなど衛生管理に留意すること。 

四 納入業者から食品を納入させるに当たっては、検収室において食品の受け渡し
を行い、下処理室及び調理室に立ち入らせないこと。 

五 食品は、検収室において、専用の容器に移し替え、下処理室及び食品の保管室
にダンボール等を持ち込まないこと。また、検収室内に食品が直接床面に接触し
ないよう床面から６０ｃｍ以上の高さの置台を設けること。 

六 食品を保管する必要がある場合には、食肉類、魚介類、野菜類等食品の分類ご
とに区分して専用の容器で保管する等により、原材料の相互汚染を防ぎ、衛生的
な管理を行うこと。また、別紙「学校給食用食品の原材料、製品等の保存基準」
に従い、棚又は冷蔵冷凍設備に保管すること。 

七 牛乳については、専用の保冷庫等により適切な温度管理を行い、新鮮かつ良好
なものが飲用に供されるよう品質の保持に努めること。 

八 泥つきの根菜類等の処理は、検収室で行い、下処理室を清潔に保つこと。 
（４）調理過程 
①共通事項 
一 給食の食品は、原則として、前日調理を行わず、全てその日に学校給食調理場
で調理し、生で食用する野菜類、果実類等を除き、加熱処理したものを給食する
こと。また、加熱処理する食品については、中心部温度計を用いるなどにより、
中心部が７５℃で１分間以上（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのある食品の
場合は８５℃で１分間以上）又はこれと同等以上の温度まで加熱されていること
を確認し、その温度と時間を記録すること。さらに、中心温度計については、定
期的に検査を行い、正確な機器を使用すること。 

二 野菜類の使用については、二次汚染防止の観点から、原則として加熱調理する
こと。また、教育委員会等において、生野菜の使用に当たっては、食中毒の発生
状況、施設及び設備の状況、調理過程における二次汚染防止のための措置、学校
給食調理員の研修の実施、管理運営体制の整備等の衛生管理体制の実態、並びに
生野菜の食生活に果たす役割等を踏まえ、安全性を確認しつつ、加熱調理の有無
を判断すること。さらに、生野菜の使用に当たっては、流水で十分洗浄し、必要
に応じて、消毒するとともに、消毒剤が完全に洗い落とされるまで流水で水洗い
すること。 
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三 和えもの、サラダ等の料理の混ぜ合わせ、料理の配食及び盛りつけに際しては、
清潔な場所で、清潔な器具を使用し、料理に直接手を触れないよう調理すること。 

四 和えもの、サラダ等については、各食品を調理後速やかに冷却機等で冷却を行
った上で、冷却後の二次汚染に注意し、冷蔵庫等で保管するなど適切な温度管理
を行うこと。また、やむを得ず水で冷却する場合は、直前に使用水の遊離残留塩
素が０．１ｍｇ／Ｌ以上であることを確認し、確認した数値及び時間を記録する
こと。さらに、和える時間を配食の直前にするなど給食までの時間の短縮を図り、
調理終了時に温度及び時間を記録すること。 

五 マヨネーズは、つくらないこと。 
六 缶詰は、缶の状態、内壁塗装の状態等を注意すること。 
②使用水の安全確保 
一 使用水は、学校環境衛生基準（平成二十一年文部科学省告示第六十号）に定め
る基準を満たす飲料水を使用すること。また、毎日、調理開始前に十分流水した
後及び調理終了後に遊離残留塩素が０．１ｍｇ／Ｌ以上であること並びに外観、
臭気、味等について水質検査を実施し、その結果を記録すること。 

二 使用水について使用に不適な場合は、給食を中止し速やかに改善措置を講じる
こと。また、再検査の結果使用した場合は、使用した水１Ｌを保存食用の冷凍庫
に－２０℃以下で２週間以上保存すること。 

三 貯水槽を設けている場合は、専門の業者に委託する等により、年１回以上清掃
すること。また、清掃した証明書等の記録は１年間保管すること。 

③二次汚染の防止 
一 献立ごとに調理作業の手順、時間及び担当者を示した調理作業工程表並びに食
品の動線を示した作業動線図を作成すること。また、調理作業工程表及び作業動
線図を作業前に確認し、作業に当たること。 

二 調理場における食品及び調理用の器具及び容器は、床面から６０ｃｍ以上の高
さの置台の上に置くこと。 

三 食肉、魚介類及び卵は、専用の容器、調理用の機器及び器具を使用し、他の食
品への二次汚染を防止すること。 

四 調理作業中の食品並びに調理用の機械、機器、器具及び容器の汚染の防止の徹
底を図ること。また、包丁及びまな板類については食品別及び処理別の使い分け
の徹底を図ること。 

五 下処理後の加熱を行わない食品及び加熱調理後冷却する必要のある食品の保管
には、原材料用冷蔵庫は使用しないこと。 

六 加熱調理した食品を一時保存する場合又は調理終了後の食品については、衛生
的な容器にふたをして保存するなど、衛生的な取扱いを行い、他からの二次汚染
を防止すること。 

七 調理終了後の食品は、素手でさわらないこと。 
八 調理作業時には、ふきんは使用しないこと。 
九 エプロン、履物等は、色分けする等により明確に作業区分ごとに使い分けるこ
と。また、保管の際は、作業区分ごとに洗浄及び消毒し、翌日までに乾燥させ、
区分して保管するなど、衛生管理に配慮すること。 

④食品の適切な温度管理等 
一 調理作業時においては、調理室内の温度及び湿度を確認し、その記録を行うこ
と。また、換気を行うこと。 

二 原材料の適切な温度管理を行い、鮮度を保つこと。また、冷蔵保管及び冷凍保
管する必要のある食品は常温放置しないこと。 
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三 加熱調理後冷却する必要のある食品については、冷却機等を用いて温度を下げ、
調理用冷蔵庫で保管し、食中毒菌等の発育至適温度帯の時間を可能な限り短くす
ること。また、加熱終了時、冷却開始時及び冷却終了時の温度及び時間を記録す
ること。 

四 配送及び配食に当たっては、必要に応じて保温食缶及び保冷食缶若しくは蓄冷
材等を使用し、温度管理を行うこと。 

五 調理後の食品は、適切な温度管理を行い、調理後２時間以内に給食できるよう
努めること。また、配食の時間を毎日記録すること。さらに、共同調理場におい
ては、調理場搬出時及び受配校搬入時の時間を毎日記録するとともに、温度を定
期的に記録すること。 

六 加熱調理食品にトッピングする非加熱調理食品は、衛生的に保管し、トッピン
グする時期は給食までの時間が極力短くなるようにすること。 

⑤廃棄物処理 
一 廃棄物は、分別し、衛生的に処理すること。 
二 廃棄物は、汚臭、汚液がもれないように管理すること。また、廃棄物のための
容器は、作業終了後速やかに清掃し、衛生上支障がないように保持すること。 

三 返却された残菜は、非汚染作業区域に持ち込まないこと。 
四 廃棄物は、作業区域内に放置しないこと。 
五 廃棄物の保管場所は、廃棄物の搬出後清掃するなど、環境に悪影響を及ぼさな
いよう管理すること。 

（５）配送及び配食 
①配送 
一 共同調理場においては、容器、運搬車の設備の整備に努め、運搬途中の塵埃等
による調理済食品等の汚染を防止すること。また、調理済食品等が給食されるま
での温度の管理及び時間の短縮に努めること。 

②配食等 
一 配膳室の衛生管理に努めること。 
二 食品を運搬する場合は、容器にふたをすること。 
三 パンの容器、牛乳等の瓶その他の容器等の汚染に注意すること。 
四 はし等を児童生徒の家庭から持参させる場合は、不衛生にならないよう指導す
ること。 

五 給食当番等配食を行う児童生徒及び教職員については、毎日、下痢、発熱、腹
痛等の有無その他の健康状態及び衛生的な服装であることを確認すること。また、
配食前、用便後の手洗いを励行させ、清潔な手指で食器及び食品を扱うようにす
ること。 

六 教職員は、児童生徒の嘔吐物のため汚れた食器具の消毒を行うなど衛生的に処
理し、調理室に返却するに当たっては、その旨を明示し、その食器具を返却する
こと。また、嘔吐物は、調理室には返却しないこと。 

（６）検食及び保存食等 
①検食 
一 検食は、学校給食調理場及び共同調理場の受配校において、あらかじめ責任者
を定めて児童生徒の摂食開始時間の３０分前までに行うこと。また、異常があっ
た場合には、給食を中止するとともに、共同調理場の受配校においては、速やか
に共同調理場に連絡すること。 

二 検食に当たっては、食品の中に人体に有害と思われる異物の混入がないか、調
理過程において加熱及び冷却処理が適切に行われているか、食品の異味、異臭そ
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の他の異常がないか、一食分としてそれぞれの食品の量が適当か、味付け、香り、
色彩並びに形態等が適切か、及び、児童生徒の嗜好との関連はどのように配慮さ 
れているか確認すること。 

三 検食を行った時間、検食者の意見等検食の結果を記録すること。 
②保存食 
一 保存食は、毎日、原材料、加工食品及び調理済食品を食品ごとに５０ｇ程度ず
つビニール袋等清潔な容器に密封して入れ、専用冷凍庫に－２０℃以下で２週間
以上保存すること。また、納入された食品の製造年月日若しくはロットが違う場
合又は複数の釜で調理した場合は、それぞれ保存すること。 

二 原材料は、洗浄、消毒等を行わず、購入した状態で保存すること。ただし、卵
については、全て割卵し、混合したものから５０ｇ程度採取し保存すること。 

三 保存食については、原材料、加工食品及び調理済食品が全て保管されているか
並びに廃棄した日時を記録すること。 

四 共同調理場の受配校に直接搬入される食品についても共同調理場で保存するこ
と。また、複数の業者から搬入される食品については、各業者ごとに保存するこ
と。 

五 児童生徒の栄養指導及び盛りつけの目安とする展示食を保存食と兼用しないこ
と。 

③残食及び残品 
一 パン等残食の児童生徒の持ち帰りは、衛生上の見地から、禁止することが望ま
しい。 

二 パン、牛乳、おかず等の残品は、全てその日のうちに処分し、翌日に繰り越し
て使用しないこと。 

２ 学校薬剤師等の協力を得て１の各号に掲げる事項について、毎学年１回（（３）、（４）
②及び（６）①、②にあっては毎学年３回）、定期に検査を行い、その実施記録を保管
すること。 

第４ 衛生管理体制に係る衛生管理基準 
１ 衛生管理体制に係る衛生管理基準は、次の各号に掲げる項目ごとに、次のとおりとす
る。 
（１）衛生管理体制 
一 学校給食調理場においては、栄養教諭等を衛生管理責任者として定めること。
ただし、栄養教諭等が現にいない場合は、調理師資格を有する学校給食調理員等
を衛生管理責任者として定めること。 

二 衛生管理責任者は、施設及び設備の衛生、食品の衛生及び学校給食調理員の衛
生の日常管理等に当たること。また、調理過程における下処理、調理、配送等の
作業工程を分析し、各工程において清潔かつ迅速に加熱及び冷却調理が適切に行
われているかを確認し、その結果を記録すること。 

三 校長又は共同調理場の長（以下「校長等」という。）は、学校給食の衛生管理
について注意を払い、学校給食関係者に対し、衛生管理の徹底を図るよう注意を
促し、学校給食の安全な実施に配慮すること。 

四 校長等は、学校保健委員会等を活用するなどにより、栄養教諭等、保健主事、
養護教諭等の教職員、学校医、学校歯科医、学校薬剤師、保健所長等の専門家及
び保護者が連携した学校給食の衛生管理を徹底するための体制を整備し、その適
切な運用を図ること。 

五 校長等は、食品の検収等の日常点検の結果、異常の発生が認められる場合、食
品の返品、献立の一部又は全部の削除、調理済食品の回収等必要な措置を講じる
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こと。 
六 校長等は、施設及び設備等の日常点検の結果、改善が必要と認められる場合、
必要な応急措置を講じること。また、改善に時間を要する場合、計画的な改善を
行うこと。 

七 校長等は、栄養教諭等の指導及び助言が円滑に実施されるよう、関係職員の意
思疎通等に配慮すること。 

八 教育委員会等は、栄養教諭等の衛生管理に関する専門性の向上を図るため、新
規採用時及び経験年数に応じた研修その他の研修の機会が確保されるよう努める
こと。 

九 教育委員会等は、学校給食調理員を対象とした研修の機会が確保されるよう努
めること。また、非常勤職員等も含め可能な限り全員が等しく研修を受講できる
よう配慮すること。 

十 教育委員会等は、設置する学校について、計画を立て、登録検査機関（食品衛
生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）第四条第九項に規定する「登録検査機
関」をいう。）等に委託するなどにより、定期的に原材料及び加工食品について、
微生物検査、理化学検査を行うこと。 

十一 調理に直接関係のない者を調理室に入れないこと。調理及び点検に従事しな
い者が、やむを得ず、調理室内に立ち入る場合には、食品及び器具等には触らせ
ず、（３）三に規定する学校給食従事者の健康状態等を点検し、その状態を記録
すること。また、専用の清潔な調理衣、マスク、帽子及び履物を着用させること。 
さらに、調理作業後の調理室等は施錠するなど適切な管理を行うこと。 

（２）学校給食従事者の衛生管理 
一 学校給食従事者は、身体、衣服を清潔に保つこと。 
二 調理及び配食に当たっては、せき、くしゃみ、髪の毛等が食器、食品等につか
ないよう専用で清潔な調理衣、エプロン、マスク、帽子、履物等を着用すること。 

三 作業区域用の調理衣等及び履物を着用したまま便所に入らないこと。 
四 作業開始前、用便後、汚染作業区域から非汚染作業区域に移動する前、食品に
直接触れる作業の開始直前及び生の食肉類、魚介類、卵、調理前の野菜類等に触
れ、他の食品及び器具等に触れる前に、手指の洗浄及び消毒を行うこと。 

（３）学校給食従事者の健康管理 
一 学校給食従事者については、日常的な健康状態の点検を行うとともに、年１回
健康診断を行うこと。また、当該健康診断を含め年３回定期に健康状態を把握す
ることが望ましい。 

二 検便は、赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌血清型Ｏ１５７その他必
要な細菌等について、毎月２回以上実施すること。 

三 学校給食従事者の下痢、発熱、腹痛、嘔吐、化膿性疾患及び手指等の外傷等の
有無等健康状態を、毎日、個人ごとに把握するとともに、本人若しくは同居人に、
感染症予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律百十四号。
以下「感染症予防法」という。）に規定する感染症又はその疑いがあるかどうか
毎日点検し、これらを記録すること。また、下痢、発熱、腹痛、嘔吐をしており、
感染症予防法に規定する感染症又はその疑いがある場合には、医療機関に受診さ
せ感染性疾患の有無を確認し、その指示を励行させること。さらに、化膿性疾患
が手指にある場合には、調理作業への従事を禁止すること。 

四 ノロウイルスを原因とする感染性疾患による症状と診断された学校給食従事者
は、高感度の検便検査においてノロウイルスを保有していないことが確認される
までの間、食品に直接触れる調理作業を控えさせるなど適切な処置をとること。
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また、ノロウイルスにより発症した学校給食従事者と一緒に食事を喫食する、又
は、ノロウイルスによる発症者が家族にいるなど、同一の感染機会があった可能
性がある調理従事者について速やかに高感度の検便検査を実施し、検査の結果ノ
ロウイルスを保有していないことが確認されるまでの間、調理に直接従事するこ
とを控えさせる等の手段を講じるよう努めること。 

（４）食中毒の集団発生の際の措置 
一 教育委員会等、学校医、保健所等に連絡するとともに、患者の措置に万全を期
すこと。また、二次感染の防止に努めること。 

二 学校医及び保健所等と相談の上、医療機関を受診させるとともに、給食の停止、
当該児童生徒の出席停止及び必要に応じて臨時休業、消毒その他の事後措置の計
画を立て、これに基づいて食中毒の拡大防止の措置を講じること。 

三 校長の指導のもと養護教諭等が児童生徒の症状の把握に努める等関係職員の役
割を明確にし、校内組織等に基づいて学校内外の取組体制を整備すること。 

四 保護者に対しては、できるだけ速やかに患者の集団発生の状況を周知させ、協
力を求めること。その際、プライバシー等人権の侵害がないよう配慮すること。 

五 食中毒の発生原因については、保健所等に協力し、速やかに明らかとなるよう
に努め、その原因の除去、予防に努めること。 

２ １の（１）に掲げる事項については、毎学年１回、（２）及び（３）に掲げる事項に
ついては、毎学年３回定期に検査を行い、その実施記録を保管すること。 

第５ 日常及び臨時の衛生検査 
１ 学校給食衛生管理の維持改善を図るため、次に掲げる項目について、毎日点検を行う
ものとする。 
（１）学校給食の施設及び設備は、清潔で衛生的であること。また、調理室及び食品

の保管室の温度及び湿度、冷蔵庫及び冷凍庫内部の温度を適切に保ち、これらの
温度及び湿度が記録されていること。 

（２）食器具、容器及び調理用器具は、使用後、でん粉及び脂肪等が残留しないよう、
確実に洗浄するとともに、損傷がないように確認し、熱風保管庫等により適切に
保管されていること。また、フードカッター、ミキサー等調理用の機械及び機器
は、使用後に分解して洗浄及び消毒した後、乾燥されていること。 

（３）使用水に関しては、調理開始前に十分流水した後及び調理終了後に遊離残留塩
素が０．１ｍｇ／Ｌ以上であること並びに外観、臭気、味等について水質検査が
実施され、記録されていること。 

（４）調理室には、調理作業に不必要な物品等を置いていないこと。 
（５）食品については、品質、鮮度、箱、袋の汚れ、破れその他の包装容器等の状況、

異物混入及び異臭の有無、消費期限、賞味期限の異常の有無等を点検するための
検収が適切に行われていること。また、それらが記録されていること。 

（６）食品等は、清潔な場所に食品の分類ごとに区分され衛生的な状態で保管されて
いること。 

（７）下処理、調理、配食は、作業区分ごとに衛生的に行われていること。 
（８）生食する野菜類及び果実類等は流水で十分洗浄されていること。また、必要に

応じて消毒されていること。 
（９）加熱、冷却が適切に行われていること。また、加熱すべき食品は加熱されてい

ること。さらに、その温度と時間が記録されていること。 
（10）調理に伴う廃棄物は、分別し、衛生的に処理されていること。 
（11）給食当番等配食を行う児童生徒及び教職員の健康状態は良好であり、服装は衛

生的であること。 
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（12）調理終了後速やかに給食されるよう配送及び配食され、その時刻が記録されて
いること。さらに、給食前に責任者を定めて検食が行われていること。 

（13）保存食は、適切な方法で、２週間以上保存され、かつ記録されていること。 
（14）学校給食従事者の服装及び身体が清潔であること。また、作業開始前、用便後、

汚染作業区域から非汚染作業区域に移動する前、食品に直接触れる作業の開始直
前及び生の食肉類、魚介類、卵、調理前の野菜類等に触れ、他の食品及び器具等
に触れる前に、手指の洗浄及び消毒が行われていること。 

（15）学校給食従事者の下痢、発熱、腹痛、嘔吐、化膿性疾患及び手指等の外傷等の
有無等健康状態を、毎日、個人ごとに把握するとともに、本人若しくは同居人に
感染症予防法に規定する感染症又は、その疑いがあるかどうか毎日点検し、これ
らが記録されていること。また、下痢、発熱、腹痛、嘔吐をしており、感染症予
防法に規定する感染症又はその疑いがある場合には、医療機関に受診させ感染性 
疾患の有無を確認し、その指示が励行されていること。さらに、化膿性疾患が手
指にある場合には、調理作業への従事が禁止されていること。 

２ 学校給食衛生管理の維持改善を図るため、次のような場合、必要があるときは臨時衛
生検査を行うものとする。 

①感染症・食中毒の発生のおそれがあり、また、発生したとき。 
②風水害等により環境が不潔になり、又は汚染され、感染症の発生のおそれがある 
とき。 
③その他必要なとき。 
また、臨時衛生検査は、その目的に即して必要な検査項目を設定し、その検査項

目の実施に当たっては、定期的に行う衛生検査に準じて行うこと。 
第６ 雑則 
１ 本基準に基づく記録は、１年間保存すること。 
２ クックチル方式により学校給食を提供する場合には、教育委員会等の責任において、
クックチル専用の施設設備の整備、二次汚染防止のための措置、学校給食従事者の研修
の実施、衛生管理体制の整備等衛生管理のための必要な措置を講じたうえで実施するこ
と。 
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